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基本計画編
第１章
１
P.1

【年号の記載方法について】
元号表記だけでなく、暦年も
併せて表記していただきた
い。

　国の「国土強靱化基本計画」や
千葉県の「千葉県国土強靱化地域
計画」において、和暦表記として
います。当市においても混同を避
けるため、固有名詞以外は和暦表
記で統一する改定案のとおりとし
ます。
　

×
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3

基本計画編
第１章
２（２）
P.2

【人口に係る年号表記の記載
方法について】
年号表記が元号、西暦及び両
方となっており、統一してい
ただきたい。

　西暦表記を削除し、和暦表記で
統一します。

〇

2

基本計画編
第１章
２（１）
P.2

【面積の記載方法について】
分数表記ではなく、パーセン
テージ表記にしていただきた
い。

　ご指摘のとおり、分数表記か
ら、パーセンテージ表記に修正し
ます。

〇

5

基本計画編
第１章
４
P.4

【計画期間について】
アクションプラン編だけでな
く、基本計画編にも計画期間
を掲載していただきたい。

　本計画の基本計画編では長期を
展望しつつ、中長期的な視野の下
で施策の推進方針や方向性を明ら
かにするものから、改定案のとお
りとします。

×

4

基本計画編
第１章
３
P.3

【アンブレラ計画について】
本計画をアンブレラ計画と称
すると国の計画もアンブレラ
計画と称しているため、アン
ブレラ計画の下にアンブレラ
計画があるということになっ
てしまうのではないか。
また、「アンブレラ計画」と
は造語のため、「いわゆるア
ンブレラ計画」と記載すべき
ではないか。
さらに、用語解説にも掲載し
ていただきたい。

　国土強靱化基本計画及び国土強
靱化地域計画は国及び地方自治体
それぞれのアンブレラ計画になる
ため、アンブレラ計画の下にアン
ブレラ計画がある状態にはならな
いと考えています。
　また、本市においては「アンブ
レラ計画」を用語解説に掲載しま
すので、「いわゆる」という表記
は掲載せずに改定案のとおりとし
ます。

〇

6

基本計画編
第１章
５
P.4

【「千葉市国土強靱化地域計
画と「千葉市地域防災計画」
の位置づけについて】
P.3の計画の位置づけ図から、
千葉市国土強靭化地域計画
は、千葉市地域防災計画の上
位に位置していることを記載
していただきたい。

　本計画のｐ４.「５地域防災計画
との違い」の中では、千葉市国土
強靱化地域計画と千葉市地域防災
計画の根拠法等の違いからくる性
質の違いを整理することを目的と
しております。
　このことから、各項の伝えるべ
き内容を明確にするため、改定案
のとおりとします。

×

1
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7

基本計画編
第１章
５
P.4

【想定外の事態について】
“国土強靭化地域計画
は、・・・どんな事が起ころ
うとも最悪な事態に陥る事が
避けられる「強靭」
な・・・”と記載されていま
す。国土強靭化地域計画で
は、想定外という言葉は使わ
れないと理解してよろしいで
しょうか。

　本計画では現時点で想定しうる
最悪の事態を想定し、リスクシナ
リオを設定・分析しており、想定
外という言葉は使用してないこと
から、改定案のとおりとします。

×

9

基本計画編
第１章
７
P.6

【事前に備えるべき目標につ
いて】
事前に備えるべき目標の
（６）「被害を最小限に留め
るとともに、早期に復旧させ
る」は、「被害を最小限にし
て容易に復旧させることに繋
げる」に修正いただきたい。
また、（８）の「社会・経済
が迅速かつ従前より強靭な姿
で復興する」についてどのよ
うなものか説明をしていただ
きたい。

　国の国土強靱化基本計画の目標
を踏襲することにより、市域の強
靱化につなげる観点から、計画内
における基本目標及び事前に備え
るべき目標を国土強靱化基本計画
と同一のものにしています。この
ことから、表現については、改定
案のとおりとします。

×

8

基本計画編
第１章
５
P.4

【リスクの回避について】
“国土強靭化地域計画で
は、・・・リスクが回避でき
なかった場合の影響の程
度、・・・”との記載です
が、前段の“最悪な事態に陥
る事が避けられる”と“リス
クが回避できなかった場合の
影響”の表現が矛盾している
ように思います。

　起きてはならない最悪の事態を
想定し、対応方策を検討するとと
もに、回避できなかった場合の対
応方策を考慮していくということ
から、改定案のとおりとします。

×

11

アクションプラン編
第１章
１　１－１
P.72

【学校施設のアクションプラ
ン編掲載内容について】
直接死を最大限防ぐに対する
学校施設の取組項目にトイレ
改修と給食室空調設備が掲載
されている理由を説明してく
ださい。

　児童生徒が通う学校施設の倒壊
を防ぐことにつながる、学校施設
の長寿命化や施設環境・機能改善
について掲載しました。ご指摘の
とおり、「トイレ改修」及び「給
食室空間整備」に関しては「直接
死を最大限防ぐ」に該当しないた
め、「救助・救急、医療活動等が
迅速に行われるとともに、被災者
等の健康・避難生活環境を確実に
確保する」に掲載場所を変更しま
す。

〇

10

基本計画編
第２章
２（２）
P.9

【脆弱性の分析・評価の結果
について】
“脆弱性の分析・評価の結果
については。別記１「脆弱性
の分析・評価の結果」のとお
りであり”と記載されていま
すが、P.41には別記：脆弱性
の分析・評価の結果　とあ
り、“別記１”の“１”がな
いため修正いただきたい。

　御意見を踏まえ、「別記１」と
いう表記から、「別記」という表
記に統一します。

〇
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13

アクションプラン編
第１章
２　２－１
P.103

【無電柱化のアクションプラ
ン編掲載内容について】
R4年度末現況が“―”となっ
ているが、前千葉市国土強靭
化地域計画には含まれていな
かったのか。
R7年度末目標ので無電柱化さ
れた道路延長3.4㎞は少ないと
思う。

　本市では「千葉市無電柱化推進
計画」により、現在、「都市災害
の防止」に重点を置き、緊急輸送
道路や防災拠点までの経路3.4kmを
令和７年度までに完了させること
を目指して整備を進めておりま
す。
　当該路線の整備は、前「国土強
靭化地域計画」から位置づけら
れ、現在も事業が継続しているこ
とから、令和４年度末の状況を
「継続実施中」と表記します。
　なお、電線共同溝は整備コスト
が高いこと、事業期間が長期にわ
たることなどから、短期間で多く
の延長を整備することが困難です
が、今後も計画的に無電柱化を進
めて参ります。

〇

12

アクションプラン編
第１章
１　１－１
P.73

【市営住宅のアクションプラ
ン編掲載内容について】
直接死を最大限防ぐに対する
市営住宅の改善で建物の機能
更新・脱炭素化等が掲載され
ている理由を説明してくださ
い。

　機能更新とは市営住宅のエレ
ベーター設備機器等の改修であ
り、改修により健全性を保つこと
で、経年劣化によるエレベーター
故障に伴う閉じこめ事故等を未然
に防ぐものです。脱炭素化とは市
営住宅への太陽光パネル設置等で
あり、災害時の電力供給を目的と
するものです。

×

14

アクションプラン編
第１章
２　２－１
P.105

【橋梁の耐震化のアクション
プラン編の掲載内容につい
て】
【メッセ大橋（上下）】耐震
設計について、いつ耐震工事
が完了するのか。不必要とい
うことであれば、その旨の注
釈をつけてほしい。

　【メッセ大橋（上下）】につき
ましては、令和７年度に耐震設
計、当該計画の期間外である令和
８年度以降に耐震工事を計画して
いることから、改定案のとおりと
します。

×
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